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第第１１章章  

計画策定にあたって 
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１ 計画策定の背景と趣旨 

 

わが国の少子化は急速に進行しており、平成 24 年の合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に

産む子どもの数）は 1.41 と、平成 23 年の 1.39 より若干上昇しているものの、人口を維持するた

めに必要な 2.08 を大きく下回っています。一方で、夫婦が実際に産む子どもの人数の平均と、夫

婦が理想とする子どもの人数の平均との間には開きがみられ、その理由として、子育てに関する

不安感や、仕事と子育てとの両立に対する負担感があることが指摘されています。女性の社会進

出に伴う低年齢時からの保育ニーズの増大、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化を背景と

した子育て不安を抱える保護者の増加など、子育てをめぐる地域や家庭の状況は変化し続けてい

ます。 

国では、少子化対策として平成 15年に制定された「次世代育成支援対策推進法」に基づき、総

合的な取り組みを進めてきましたが、子ども・子育てを取り巻く社会情勢の変化を受け、新たな

支援制度を構築していくため、平成 22 年の「子ども・子育てビジョン」の閣議決定、子ども・子

育て新システム検討会議の設置を皮切りに、幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包

括的・一元的なシステムの構築について検討が始まりました。平成 24年には、認定こども園、幼

稚園、保育所を通じた新たな共通の給付や、認定こども園法の改正などが盛り込まれた「子ども・

子育て関連３法」が制定されました。新たな制度のもとでは、「子どもの最善の利益」が実現され

る社会をめざすとの考えを基本に、制度、財源を一元化して新しい仕組みを構築し、子どもの幼

児期の学校教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推

進していくことがめざされています。 

 

本市では平成 22 年 3 月に、平成 26 年度までを計画期間とする「洲本市次世代育成支援後期行

動計画」を策定し、「まちがきらめく宝箱 子どもが、大人が、未来が輝くまちづくり」を基本理

念として、子育てに関する様々な施策を総合的に推進してきました。しかし、本市においても、

少子化や世帯規模の縮小、女性の社会進出による低年齢時保育ニーズの増大など、子ども・子育

てを取り巻く環境は大きく変化しています。 

以上のことを踏まえ、子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境を整

備することを目的に、本計画を策定しました。 
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２ 計画の法的根拠と位置づけ 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61条に基づく市町村子ども・子育て支援事業計画です。な

お、本計画は、次世代育成支援法に基づく「洲本市次世代育成支援行動計画（後期計画）」の考え

方を継承するものとします。 

また、この計画は、様々な分野の取り組みを総合的・一体的に進めるため、市の上位計画であ

る「洲本市総合基本計画（後期計画）」との整合を図り策定しています。 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

 

本計画の期間は、平成 27 年度から平成 31 年度までの５か年とします。計画最終年度である平

成 31年度には計画の達成状況の確認と見直しを行います。 

また、５年間の計画期間中であっても、様々な状況の変化により見直しの必要性が生じた場合、

適宜、計画の見直しを行っていくものとします。 

 

（年度） 

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 
         

 
洲本市子ども・子育て支援事業計画（本計画） 

   

         

      次期計画 
（平成 32年度～） 

         

 

 

 

 

計画 
策定 

評価・ 
次期計画策定 

【子ども・子育て支援法（第61条）】 

市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他こ

の法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 
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第第２２章章  

洲本市の子ども・子育てを 

取り巻く現状  
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１ 洲本市の現状 
 

（１）洲本市の人口と世帯 
 

ᵑ ─  
 

洲本市の総人口は、平成２年から平成 22 年にかけて減少傾向にあります。年齢３区分別人口

の推移をみると、年少人口、生産年齢人口は減少傾向にあり、高齢者人口は平成 2 年から平成

22 年にかけて増加しています。 

Ẽ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

ᵒ ─  
 

年齢階層別人口比率の推移をみると、年少人口比率と生産年齢人口比率は下降傾向にありま

す。一方、高齢者人口比率は大きく上昇しています。 

Ẽ ─  
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ᵓ  
 

社会増加は平成 20 年から平成 21 年にかけて増加した後、平成 22 年には減少し、その後増

加に転じています。社会減少についても、平成 20 年から平成 21 年にかけて増加した後、平成

22 年には減少し、その後増加に転じています社会増減については、社会減少が社会増加を上回

っています。 

Ẽ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵔ  
 

出生数は平成 20 年から平成 22年にかけてはほぼ横ばいで推移し、平成 22年以降は減少傾向

にあります。死亡数は平成 20年から平成 22年にかけては増加傾向にありましたが、平成 22年

以降は減少傾向にあります。自然動態は、死亡数が出生数を大きく上回っています。 

Ẽ ─  
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ᵕ ≥╙─  
 

18 歳未満の子どもの人口は減少傾向にあります。平成 22 年には 7,494 人となっており、平

成２年に比べ 4,686 人減少しています。 

Ẽ ≥╙─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵖ  
 

洲本市の合計特殊出生率は、平成２年から平成 17 年にかけて減少傾向にあり、その後平成

22 年にかけて増加しています。全国・兵庫県においても同様の傾向がみられますが、洲本市は

高い水準での推移となっています。 

 

Ẽ ─ ה ה ≤─  
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（２）洲本市の世帯の状況 
 

ᵑ ┘ ─  
 

洲本市の総世帯数は平成２年から平成 12 年にかけて増加傾向にありましたが、平成 12 年以

降は減少傾向にあります。一世帯あたりの平均世帯人数は減少傾向にあり、平成７年以降は 3

人を下回っています。 

Ẽ ┘ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵒ ┘ ─  
 

父子世帯数は平成２年から平成７年にかけて減少し、その後平成 17 年まで増加し、平成 22

年では減少しています。母子世帯数は、平成２年から平成 17 年にかけて増加し、その後減少に

転じています。 

Ẽ ┘ ─  
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15.2 15.4 12.0 11.5 12.6 

39.5 
35.6 

28.1 25.9 
30.7 

9,394 9,878
10,617 10,731 10,494

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

(世帯）（％）

６歳未満世帯員のいる核家族世帯 18歳未満世帯員のいる核家族世帯
核家族世帯数

12.6 

30.7 

14.1 

33.4 

14.0 

32.8 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

6歳未満世帯員のいる核家族世帯 18歳未満世帯員のいる核家族世帯

（％）

洲本市 兵庫県 全国

 

ᵓ ≡ ─  
 

核家族世帯数は平成 17年までは増加傾向にあり、平成 17年から平成 22年にかけて減少して

います。６歳未満世帯員のいる核家族世帯と 18歳未満世帯員のいる核家族世帯においては、平

成 17年までは減少傾向にあり、平成 17年以降は増加しています。 

Ẽ ┘ 18 ─™╢ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵔ ≡ ─  
 

子どもがいる核家族の割合を全国や兵庫県と比較すると、洲本市は全国や兵庫県より低い水

準であることがわかります。 

Ẽ ⌐ ╘╢ ≥╙⅜™╢ ─ ה ה ─  
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ᵕ ┘ ─  
 

婚姻件数は、平成 20 年から平成 21年にかけて増加し、その後減少に転じています。 

離婚件数は、平成 20 年から微減、微増を繰り返し、平成 24年には 61件となっています。 

Ẽ ┘ ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵖ ─  
 

男性女性ともに、いずれの年代においても未婚率は上昇傾向にあります。とくに女性におい

ては、20 歳代後半から 30 歳代が大きく上昇しています。男性においては、30 歳代の未婚率が

上昇しています。 

Ẽ ─ ה  
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ᵑ ─  
 

洲本市の女性の労働力率を年齢階層別にみると、30 歳代で労働力率が低下するＭ字型となっ

ています。全国・県と比較すると、洲本市は 20 代、35 歳以上の階層において労働力率が高く

なっています。 

Ẽ ─ ה ה ─  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洲本市における平成 17 年と平成 22 年の女性の労働力率を比較すると、35～39 歳において、

平成 22 年の値が平成 17 年より 5.1 ポイント高くなっています。40 歳以上の労働力率は同じ水

準となっており、30 歳代で労働力率が低下する M 字型曲線の緩和はみられません。 

Ẽ ⌐⅔↑╢ ─  
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２ ニーズ調査結果の概要 

（１）ニーズ調査の概要 

調査の目的 

本調査は、「洲本市子ども・子育て支援事業計画」を策定するにあた

り、保育ニーズや洲本市の子育て支援サービスの利用状況や利用意向、

また、子育て世帯の生活実態、要望・意見などを把握することを目的に

実施しました。 

調 査 設 計 

調査対象地域：洲本市全域 

調査対象者：平成 25 年４月１日現在、洲本市に住んでいる「就学前

児童」をお持ちの世帯・保護者（就学前児童調査） 

平成 25 年４月１日現在、洲本市に住んでいる「小学１

～３年生」をお持ちの世帯・保護者（小学生児童調査） 

抽 出 方 法：住民基本台帳より、就学前児童（０歳～５歳）の末子が

いる全世帯 1,539 件、小学１～３年生（６歳～８歳）の

末子がいる全世帯 584 件を抽出 

調 査 期 間：平成 25 年 11 月 19 日（火）～平成 25 年 12 月９日（月） 

調 査 方 法：郵送配布・郵送回収による郵送調査法 
 

調 査 票 
調査対象者数 

（配布数） 
有効回収数 有効回収率 

就学前児童 1,539 729 47.4％ 

小学生児童 584 236 40.4％ 

合  計 2,123 965 45.5％ 

 

【ニーズ調査結果の見方】 
 

●回答結果の割合「％」は有効サンプル数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第

２位で四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ

方式）であっても合計値が 100％にならない場合があります。 

●複数回答（複数の選択肢から２つ以上の選択肢を選ぶ方式）の設問の場合、回答は選択肢ご

との有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。そのため、合計が 100％を超え

る場合があります。 

●数量回答は、数字を直接記入する形の回答です。 

●図表中において「不明・無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別

が困難なものです。 

●図表中の「Ｎ（number of case）」は、集計対象者総数（あるいは回答者限定設問の限定条件

に該当する人）を表しています。 
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（２）調査結果の概要 

ᵑ ≡╩ ⌐ ∫≡™╢  

子育てを主に行っている方についてみると、就学前児童では「主に母親」が 51.7％と最も高

く、次いで「父母ともに」が 44.7％となっています。一方、小学生児童では「父母ともに」が

47.9％と最も高く、次いで「主に母親」が 44.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ᵒ ≡⌐ ⌐ ╦∫≡™╢  

 

子育てに日常的に関わっている方（施設）についてみると、「母親」が就学前児童で 79.1％、

小学生児童で 84.7％と最も高くなっています。次いで、就学前児童では「父親」が 51.7％、小

学生児童では「小学校」が 63.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ≡╩ ⌐ ∫≡™╢ ₄ ₅ 

Ẽ ≡⌐ ⌐ ╦∫≡™╢ ₄ ₅ 

44.7 

47.9 

51.7 

44.5 

0.8 

0.0 
1.5 

2.5 

0.3 

0.4 

1.0 

4.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（N=729）

小学生児童

（N=236）

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 不明・無回答

84.7 

54.7 

41.5 

63.6 

7.2 

20.8 

6.4 

4.2 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%100%

母親

父親

祖父母

小学校

児童館・児童センター

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

その他

不明・無回答

小学生児童（N=236）

79.1 

51.7 

34.0 

14.7 

46.8 

4.9 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

その他

不明・無回答

就学前児童（N=729）
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ᵓ ≡⌐ ⅝⌂ ╩ ⅎ╢≤ ╦╣╢  

 

子育てに大きな影響を与えると思われる環境についてみると、就学前児童では「家庭」が

92.5％、小学生児童では「小学校」が 88.6％と最も高くなっています。次いで、就学前児童で

は「保育所」が 55.6％、小学生児童では「家庭」が 86.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᵔ ⁸ ≥╙╩╖≡╙╠ⅎ╢ ה ─  

 

日頃、子どもをみてもらえる親族・知人の有無についてみると、「緊急時もしくは用事の際に

は祖父母等の親族にみてもらえる」が就学前児童で 58.4％、小学生児童で 49.2％と最も高く、

次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が就学前児童で 34.4％、小学生児童で 43.2％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ≡⌐ ⅝⌂ ╩ ⅎ╢≤ ╦╣╢ ₄ ₅ 

Ẽ ⁸ ≥╙╩╖≡╙╠ⅎ╢ ה ─ ₄ ₅ 

86.9 

30.5 

88.6 

5.5 

12.7 

5.5 

2.1 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

小学校

児童館・児童センター

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

その他

不明・無回答

小学生児童（N=236）

92.5 

24.8 

21.1 

55.6 

3.6 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

幼稚園

保育所

その他

不明・無回答

就学前児童（N=729）

34.4 

58.4 

1.9 

9.6 

9.1 

4.4 

43.2 

49.2 

4.7 

17.4 

10.2 

0.8 

0% 20% 40% 60%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみて

もらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

就学前児童（N=729） 小学生児童（N=236）
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ᵕ ⌐ ≢⅝╢  

 

気軽に相談できる先についてみると、就学前児童では「祖父母等の親族」が 83.5％、小学生

児童では「友人や知人」が 85.5％と最も高くなっています。次いで、就学前児童では「友人や

知人」が 80.3％、小学生児童では「祖父母等の親族」が 78.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ⌐ ≢⅝╢ ₄ ₅ 

83.5 

80.3 

9.5 

11.2 

4.5 

26.1 

10.2 

0.2 

10.2 

3.7 

2.0 

0.0 

0% 20%40%60%80%100%

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設

（児童館等）

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

県や市区町村の子育て関

連担当窓口

その他

不明・無回答

就学前児童（N=644）

78.2 

85.5 

28.0 

7.3 

9.3 

0.5 

4.7 

0.5 

6.2 

0.5 

2.6 

0.0 

0% 20%40%60%80%100%

祖父母等の親族

友人や知人

小学校教諭

放課後児童クラブなどの

指導員

近所の人

子育て支援施設

（児童館等）

保健所・保健センター

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

県や市区町村の子育て関

連担当窓口

その他

不明・無回答

小学生児童（N=193）
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ᵖ ─ ⌂ ה ─ ה ⌐≈™≡ 

 

平日に利用している教育・保育事業についてみると、「認可保育所」が 67.8％、「幼稚園」が

24.6％、「幼稚園の預かり保育」が 5.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ⌐ ⇔≡™╢ ה ₄ ₅ 

24.6 

5.7 

67.8 

3.5 

2.3 

1.0 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

その他

不明・無回答

就学前児童（N=487）
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現在の利用の有無にかかわらず、今後、平日の教育・保育事業として「定期的に」利用した

いと考える事業についてみると、「認可保育所」が 60.2％で最も高く、次いで「幼稚園」が 38.3％、

「幼稚園の預かり保育」が 23.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  現在の利用状況と利用希望を比較すると、「認可保育所」においては希望が 7.6 ポイント低く、

「幼稚園」においては希望が 13.7 ポイント高く、「幼稚園の預かり保育」においては希望が 17.6

ポイント高くなっています。また、現在洲本市では実施されていない「認定こども園」「ファミ

リー・サポート・センター」「小規模な保育施設」に関する希望も高くなっており、順に 18.5％、

11.7%、9.1％となっています。 

Ẽ ─ ─ ⌐⅛⅛╦╠∏⁸ ⁸ ─ ה ≤⇔≡₈ ⌐₉ ⇔√™≤

ⅎ╢ ₄ ₅ 

38.3 

23.3 

60.2 

18.5 

9.1 

4.7 

6.6 

2.1 

3.8 

11.7 

2.2 

3.8 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

就学前児童（N=729）
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ᵗ ה ╩ ┬ ⌐ ∆╢↓≤ 

 

教育・保育事業を選ぶ際に重視することについてみると、「場所的な通いやすさ」が 87.8％

で最も高く、次いで「安全や衛生面が優れていること」が 67.5％、「保育者等の人員体制や専

門性・人柄」が 62.4％となっています。 

 

 

 

 

 

Ẽ ה ╩ ┬ ⌐ ∆╢↓≤₄ ₅ 

87.8 

67.5 

62.4 

52.4 

43.8 

50.9 

57.2 

25.2 

18.8 

6.6 

19.1 

19.3 

42.2 

1.8 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

場所的な通いやすさ

安全や衛生面が優れていること

保育者等の人員体制や専門性・人柄

教育・保育の方針や内容

園舎・園庭などの施設や設備

保育料などの費用負担額

給食（昼食・おやつなど）があること

幼児教育を受けられること

きょうだいや友人が通っていること

通園バスなどによる送迎があること

3歳児から３年保育を行っていること

０歳児から保育を行っていること

利用できる曜日や時間

その他

不明・無回答

就学前児童（N=729）
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ᵘ ⌐ ⇔≡ ╩ ∆╢ ≡ ⌐≈™≡ 

 

市に対して充実を期待する子育て支援についてみると、就学前児童では「子ども連れでも出

かけやすく楽しめる場所の整備」が 68.9％、小学生児童では「乳幼児医療費の助成や児童手当

などの充実」が 52.5％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ⌐ ⇔≡ ╩ ∆╢ ≡ ₄ ₅ 

40.9 

68.9 

28.0 

45.5 

26.2 

25.5 

36.6 

32.6 

66.1 

14.8 

51.9 

64.3 

10.2 

31.6 

17.1 

4.5 

6.9 

28.8 

41.1 

18.6 

11.4 

5.5 

9.3 

24.2 

16.5 

20.3 

7.6 

44.5 

52.5 

5.1 

22.0 

8.1 

5.5 

14.8 

0% 20% 40% 60% 80%

児童館・児童センターなど、親子が安心して集まれる

身近な場、イベントの機会の充実

子ども連れでも出かけやすく楽しめる場所の整備

子育てに困った時に相談したり、情報が得られる場の

整備

保育所の充実

幼稚園の充実

幼稚園と保育施設の機能を併せ持った

認定こども園の設置

病児・病後児保育の充実

休日保育の充実

幼稚園や保育所にかかる費用負担の軽減

専業主婦など誰でも気軽に利用できるNPO等による

保育の促進

安心して子どもが医療機関にかかることができる

体制の整備

乳幼児医療費の助成や児童手当などの充実

多子世帯の優先入居や広い部屋の割り当てなど、

住宅面の配慮

残業時間の短縮や休暇の取得促進など、

企業に対する職場環境の改善の働きかけ

子育てについて学べる機会の充実

その他

不明・無回答

就学前児童（N=729） 小学生児童（N=236）
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３ 洲本市次世代育成支援後期行動計画の評価 

洲本市次世代育成支援後期行動計画の達成状況を掲載します。 

 

 
 

４ 現状・課題のまとめと今後の方向性(仮) 

 

●親子連れや子どもたちが楽しめる安全・安心な場所づくりが求められています 

 子どもが本市で育っていくうえで、のびのびと遊び、そこから学んでいくことは重要なことで

す。ニーズ調査のなかでも、「子ども連れでも出かけやすく楽しめる場所の整備」を求める声は高

くなっており、さらに公園や歩道の整備に関する声も多く、子どもの育ちを考えていくうえで、

安全・安心な生活環境の整備が必要不可欠です。 

 

●子育てに関する悩みへの対応が求められています 

 子どもを育てていくなかで、病気、発達、食事に関することから、子どもとのコミュニケーシ

ョンについての悩みなど、子育てに関するストレスや悩みを抱えている世帯への相談支援が求め

られています。特に、相談相手がなく、悩みの解消ができない孤立した世帯を支援することも重

要です。現在取り組んでいる子育て支援に関する事業についても、より一層の周知が図れるよう

に取り組んでいく必要があります。 

 

●仕事と子育てを両立させる取り組みが求められています 

 子どもを育てながら安心して働き続けるには、子どもや親の病気やケガ、不意の仕事といった

ケースに柔軟に対応できる支援体制の充実が課題としてあげられます。地域子ども・子育て支援

事業など、地域で子どもの面倒を見ることのできる制度の整備が求められています。また、仕事

と家庭生活を両立できる労働環境の整備も重要です。 
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第第３３章章  

計画の基本理念と 

施策体系  
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ǠǖǠǖ  ȆȚǱȫɧȫɧ ǖȅǨ ̌  

 

１ 計画の基本理念 

 

少子化や核家族化の進行をはじめ、就労環境等がめまぐるしく変化する今日、子育てに負担感

や孤独感を感じる親が増えてきており、子どもの健全な育成に少なからず影響を与えています。

そのような中で、子どもが健やかに成長できるよう、家庭や地域、学校、園などが子どもの視点

に立ち、子どもたちの権利が十分に尊重される子育て社会をつくりあげていくことが求められて

います。 

 

このような状況に対応していくため、本計画では、これまでに推進してきた「洲本市次世代育

成支援後期行動計画」から継承すべき基本的な視点を踏まえつつ、保育・教育の質の向上、父親

と母親の協力による子育て、行政、民間、地域の連携など、まちが一体となって子育てを支援し

ていきます。 

こうした子育て支援の実現を通じて、次代の主役である子どもがすくすくと育ち、その親も子

どもが育っていくことに喜びを感じ、互いに成長し合い、そんなキラキラと輝く喜びの連続が洲

本市の元気や活力につながっていきます。そのようなまちの実現に向け、下記を計画の基本理念

として定めます。 

 

 

 

 

 

 
 

２ 計画の基本目標(仮) 

この計画の基本理念の実現に向けて、次の４つの基本目標を掲げ、総合的な施策の展開を図り

ます。 

 

（１）子どもの成長を支える教育・保育の環境づくり 

 

（２）子どもが健やかに生まれ育つことができる環境づくり 

 

（３）子ども・子育てを地域で支えあう環境づくり 

 

（４）子育てと仕事を両立できる環境づくり 
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３ 施策体系 

 

⁸ ʫ̈ ♥ Ҳ ╠ ᾽  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

    

 

 

基本理念 基本目標 施策の展開 

 

 

̌

 

  

ἧ

᷂

Ḣ

ἧ

ὄ

Ⱳ

Ẏ

 

 

１．子どもの成長を支える 

教育・保育の環境づくり 

 

３．子ども・子育てを地域で 

支えあう環境づくり 

（１）仕事と子育ての両立のための基盤整備 

（２）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

 

２．子どもが健やかに生まれ 

育つことができる環境づくり 

 

４．子育てと仕事を両立できる

環境づくり 

（２）小児医療等の充実 

（３）子育てに配慮した地域環境の整備 

（４）障害児施策の充実 

（５）食育の推進 

（１）子どもや母親の健康の確保 

（２）家庭や地域の教育力の向上 

（３）児童虐待防止対策の充実 

（４）ひとり親家庭の自立支援の推進 

（５）次代の親の育成 

（１）子育て支援ネットワークづくり 

（１）教育・保育の提供区域の設定 

（２）教育・保育サービスの充実 

（３）地域子ども・子育て支援事業の充実 

（４）児童の健全育成 
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第第４４章章  

施策の展開 
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第第５５章章  

子ども・子育て支援事業計画  
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１ 必須記載事項 

 

（１）教育・保育提供区域の設定 

   

圏域設定に対する国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市における教育・保育の提供区域は、全市的な取り組みやまちの構想に基づき、市民の移

動実態を踏まえた施設・事業の整備など、敏速かつ柔軟に対応できるといった点を加味して、

広域的に圏域を捉え、１圏域に設定します。 

 

ủ ⁸ ⁸ ∕─ ⁸ ה ╩ ∆╢√╘─ ─ ─

∕─ ─ ╩ ⌐ ⇔≡ ╘╢ 

ủ ⁸ ⁸ ⁸ ─ ⌐ ∂≡⁸ ╛ ≥╙⅜

⅛╠ ⌐ ∆╢↓≤⅜ ⌂ ╩ ╘╢ 

ủ ─ ─ ⌐ ╦╣╢ ─ ≤⌂╢↓≤╩ ╕ⅎ╢ 

ủ ה ┘ ה╙≤ ≡ ╩ ∂≡ ─ ≤∆╢↓≤⅜ ≤⌂

╢ 

ủ ה ┘ ≥╙ ≡ ─ ─ ⅜ ⌂╢ ⌐│⁸

⌐ ∂≡⁸ ╕√│ ↔≤⌐ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢ 
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（２）各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み、提供体制

の確保の内容、実施時期 

 

１）前提となる事項 

国の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ẽ ≤  

認定区分 提供施設 

１号 
３－５歳、幼児期の学校教育(以下「学

校教育」という)のみ 
幼稚園、認定こども園 

２号 ３－５歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園 

３号 ０－２歳、保育の必要性あり  保育所、認定こども園、地域型保育事業 

 

Ẽ ≡ ─₈ ₉≤ ─  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・当該市町村に居住する子どもについて、「現在の認定こども園、幼稚園、保育所、保育ママ、

認可外保育施設等の利用状況」に、「利用希望」を踏まえて設定。 

・認定の区分(※)に加え、０歳、１－２歳、３－５歳の３区分で設定する。 

※量の見込みの設定に関して社会的流出入の動向等を勘案することも可。この場合には、そ

の積算根拠などについて透明性の確保が必要。（地方版子ども・子育て会議等における議論

など） 

※量の見込みについては、国の「算出のための手引き」を利用する（ワークシート有） 
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２）教育・保育の提供体制の確保内容及びその実施時期 

 

■教育・保育：「量の見込み」に対する「確保の内容」及び「実施時期」 

項 目 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必

要性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必

要性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必

要性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必

要性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必

要性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必

要性あり） 

①量の見込（必要利用定員総数）          

②確保

の内容 

認定こども園、幼稚園、保

育園（教育・保育施設） 
         

地域型保育事業          

②－①          

 

項 目 

平成 30 年度 平成 31 年度 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必

要性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必

要性あり） 

1 号 
（3-5 歳 

教育のみ） 

2 号 
（3-5 歳 

保育の必

要性あり） 

3 号 
（0-2 歳 

保育の必

要性あり） 

①量の見込（必要利用定員総数）       

②確保

の内容 

認定こども園、幼稚園、保

育園（教育・保育施設） 
      

地域型保育事業       

②－①       

 

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 
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（３）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内

容、実施時期 

 

Ū├ ͪ ˗  

 

■延長保育事業  

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込      

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

ū ♥Ѓ βЋ ˗  

 

■放課後児童健全育成事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 

低学年      

高学年      

②確保の内容 

低学年      

高学年      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 
 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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Ŭἧ ǭ ˗  

 

■子育て短期支援事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 人日 人日 人日 人日 人日 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

ŭ᷂Ḣἧ ǭ ˗  

 

■地域子育て支援拠点事業 

項 目 
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

地域子育て支援拠点事業（機能強化型） 

①量の見込 人回 人回 人回 人回 人回 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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Ůʝ ǒȑ˗  

 

■一時預かり事業 
項 目 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 幼稚園における在園児を対象とした一時預

かり（預かり保育） 

①量の見込 

3～5 歳 1 号 人日 人日 人日 人日 人日 

3～5 歳 2 号 人日 人日 人日 人日 人日 

0～5 歳 人日 人日 人日 人日 人日 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

ů Ѓɵ ♥Ѓͪ ˗  

 

■病児・病後児保育事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 人日 人日 人日 人日 人日 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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ŰɓȟɝɨɶȳɛɶɆȹɱȽɶ˗ ᾦἶЃǵȆ  

 

■ファミリーサポートセンター事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 人日 人日 人日 人日 人日 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

űѫ ˗  

 

■利用者支援 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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ŲˎЃὤ↨Ћ ᵂ˗  

 

■乳児家庭全戸訪問事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 人 人 人 人 人 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

ų ᵂ˗  

 

■養育支援訪問事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 人 人 人 人 人 

②確保の内容      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 
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Ŵếỷβ∆ ˗  

 

■妊婦健康診査事業 

項 目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①量の見込 
実人数 人 人 人 人 人 

健診回数 -回 -回 -回 -回 -回 

②確保の内容 

健診回数      

実施場所      

②－①      

 

◆提供体制、確保策の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 


